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令和３年度寒川町子ども・子育て支援事業計画進行管理に対する 

質問・意見と回答 

ページ 事業名 質問・意見内容 町からの回答 

１０ ６ 

子育て支援セン

ター事業 

コロナ禍での制限もあり、支援セ

ンター、ひろばへの来所者は減少

してはいるが、ひろばに来たくて

も不安でこられない方等に向け

て、様々な方法でのアプローチを

行っている。 

例えば、 

・公園への出向き 

・ＨＰを介してのメッセージの発

信 

・インスタグラム 

・オンラインによるイベントの開

催 

・ＨＰ内でのメッセージでの問い

合せ、相談への対応 

人数だけで見てしまうと「減少」

と思われるが、実際には新規での

つながりも増えている。 

＜子育て支援課＞ 

子育て支援センターについては、

新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のため、利用者数を制限し

て開所していますが、相談に関して

は利用制限をせず対応しています。 

また、相談が必要と思われる状況

にあっても自ら相談をしない方・相

談できない方、感染への不安から来

所できない方等に対しては、引き続

き、アプローチやオンラインによる

事業等を実施してまいります。 

 

１３ ９ 

（仮称）健康福

祉総合センター

検討・建設事業 

 

令和３年３月策定の「寒川町公共

施設再編計画」において（仮称）

健康福祉総合建設予定地に集約施

設の整備を示したが、令和４年３

月に集約施設の整備を白紙とし

た。（仮称）健康福祉総合センター

検討・建設事業」については令和

３年度をもって廃止とする。→（仮

称）健康福祉総合センターが白紙

になったのは、残念であるが、対

応策として新たな視点で「にぎわ

い交流創出ゾーン」のあり方を検

討されているとのことであるの

で、ぜひ「（仮称）健康福祉総合セ

ンターの検討・建設事業」の内容

もふまえた新たな視点で「にぎわ

い交流創出ゾーン」整備に向けた

検討を、早急に進めて行ってほし

い。 

 

＜財産管理課＞ 

＜福祉課＞ 

「にぎわい交流創出ゾーン」は、

寒川町総合計画２０４０の町の将

来像「つながる力で 新化するま

ち」を具現化するものとなるため、

現在対策チーム内でビジョンの検

討を進めています。 

このビジョンを目指すべく、ゾー

ン内に必要な機能については、健康

福祉の観点からも検討していく予

定です。 
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ページ 事業名 質問・意見内容 町からの回答 

１５ １１ 

養育支援訪問事

業 

 

 

訪問回数の実績値が、家庭数の指

標に比べて計画値との乖離が大き

い状況です。複数回の訪問を要す

る家庭があることを踏まえた、実

情に合わせて想定することが望ま

しいと考えます。 

 

 

＜子育て支援課＞ 

ご指摘のとおり、養育支援訪問の

延べ訪問回数について、計画値との

乖離が広がっていることは認識し

ておりますので、次期（第３期）計

画策定の際に、計画値についてよく

検討してまいります。 

２８ ２４ 

公民館講座開催

事業 

 

令和３年度の参加者数が６２４２

人となっていますが、正しい数字

でしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 

＜教育政策課＞ 

Ｒ３年度実績の９５回、６２４２

人は公民館事業全ての開催回数、参

加者数でした。令和２年度実績も全

年代の回数・人数であったため、幼

児、青少年、親子対象事業の開催回

数・参加者数は以下のとおり修正し

ます。 

Ｒ２年度：２３回／ １９８人 

Ｒ３年度：５９回／２５２０人 

 

４７ ４３ 

学校給食の充実 

給食実施日数の割合が指標になっ

ているが、指標にするのなら、充

実度をはかれるものの方が良いの

ではないのでしょうか。（学校給

食） 

 

 

 

 

 

＜教育施設給食課＞ 

 ご意見いただきありがとうござ

います。当課としましては、給食実

施日数の割合、つまり、安心・安全

な給食を提供し続けることこそが、

給食を充実させたかどうか判断で

きる、定量性のある数値だと考えま

した。 

ご指摘いただきましたとおり、今後

もより良い給食提供を行なってい

くとともに、充実度を計れる指標に

つきましては、より適したものが無

いか引き続き探してまいります。 

 

６５ ６３ 

安全・安心パト

ロール活動の推

進 

 

 

 

パトロールをよく見かけます。安

心につながります。ありがとうご

ざいます。 

 

 

 

 

＜学び推進課＞ 

＜町民安全課＞ 

ご意見、ありがとうございます。 

引き続き、青少年健全育成と非行防

止を目的に、防犯アドバイザー及び

青少年指導員により、パトロール活

動を実施し、安全・安心なまちづく

りに努めてまいります。 
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ページ 事業名 質問・意見内容 町からの回答 

７２ ７２ 

ふれあい塾運営

事業 

 

 

本事業は中止でしょうか、休止で

しょうか。再開の基準は何かある

のでしょうか？ 

ｗｉｔｈコロナとして子どもたち

の生活も新しく始まっています。

事業の目的や意義を再確認し、コ

ロナ前と同じ形での事業再開を目

指すのか、異なった事業形態を検

討するのか等、方向性をお示しく

ださい。 

 

 

 

＜学び推進課＞ 

令和３年度は児童の感染拡大に

より事業を休止としました。「子ど

も・子育て支援事業計画進行管理

票」の中で中止と記載しましたこと

を訂正します。おっしゃるように、

新たな生活様式の中で感染対策を

行いながら、ふれあい塾の再開に向

け、指導員、施設等の状況を踏まえ、

コロナ前と同様に事業を再開した

いと考え、検討しております。 

 

７３ ７３ 

新・放課後子ど

も総合プラン推

進事業 

 

 

ふれあい塾が事業中止（休止？）

となっている現状が３年目とな

り、【設置しているので目標達成】

という評価はそぐわない状況であ

ると考えます。上記のふれあい塾

の在り方も含め、ｗｉｔｈコロナ

の時代で、今後はどのように寒川

町の新・放課後子ども総合プラン

を考えていくのか、方向性をお示

しください。 

 

 

 

＜学び推進課＞ 

令和３年度に休止としているな

かで、「A評価」とすることはそぐ

わないとのご指摘について、当課と

しては常に再開できることを念頭

に考えており、コロナ禍により、ふ

れあい塾を休止とせざるをえない

状況にあったことから、令和２年度

と同様の評価といたしました。よっ

て、コロナ対策を行いながらとなり

ますが、新・放課後子ども総合プラ

ンの方向性について変更はありま

せん。 

 

 

８６ ９３ 

特別支援教育推

進事業（小学校

・中学校） 

特別支援学級はもちろん通常級で

の補助員の拡大をお願いしたい。 

 

 

 

＜学校教育課＞ 

個々のニーズに合った支援がで

きるよう、通常学級及び特別支援学

級の補助員のさらなる拡大に努め

てまいります。 
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ページ 事業名 質問・意見内容 町からの回答 

８８ ９５ 

インクルーシブ

教育の推進 

インクルーシブ教育推進のために

は、障がいのある児に対する支援

や適応促進だけでなく、関わる全

ての大人や子どもへの働きかけを

通じてソフト面の環境整備を行っ

ていくことも重要だと考えます。

本事業の事業内容に記載されてい

る主旨を大切に、今後の方向性は

ぜひ【拡大】を検討して頂きたい

と考えます。 

 

 

 

＜学校教育課＞ 

インクルーシブ教育の拡大には、

教員や補助員の拡大が不可欠であ

ることから、引き続き学校全体の人

員を増やすために、教員定数を増や

すことも国県にあらゆる機会を捉

えて要望してまいります。 

― 子ども・子育て

支援事業計画の

中間年見直しに

ついて 

【資料１ ２．（４）その他の要

素 の後段】 

・「町の現状として、～について

は設置済。」の部分について。 

 

➡寒川町子育て支援課に設置され

ている子育て世代包括支援センタ

ーは、子ども家庭総合支援拠点の

機能を担っているので、「こども

家庭センター」について設置済み

である。 

 

という解釈で良いでしょうか？ 

その後の段落でも説明されていま

すが、平日の９時～１７時の対応

が原則である役場内の機能では、

夜間や週末の育児不安、フルタイ

ム勤務中の保護者の SOS 対応な

ど、児童虐待の未然防止につなが

る緊急的な対応は難しいと考えま

す。まずは現状の説明と、より機

動的な体制の設置計画などを本会

議においても協議していきたいと

考えますので、よろしくお願いい

たします。 

 

＜子育て支援課＞ 

 こども家庭センター設置の趣旨

は、母子保健法に基づく「子育て世

代包括支援センター」と、児童福祉

法に基づく「子ども家庭総合支援拠

点」の、二つの機関で全国的に、情

報が十分に共有されず、支援が届か

ない事例が指摘されていたため、二

つの組織を統合して体制を強化す

ることで、支援が必要な家庭の見落

としを防ぐことであり、町としまし

ては、委員のおっしゃる通り、二つ

の機能を子育て支援課で担ってい

るため設置済みとしております。 

 このこども家庭センターについ

ては、国が令和４年度に実態調査等

実施し、令和５年度に方向性を示す

としており、その決定を待って、体

制等についても検討してまいりま

す。 
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